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都市計画運用指針改正（新旧対照表）

（Ⅴ．２．都道府県の同意協議等）

改 正 後 現 行

（都道府県の 等） （都道府県の 等）協議又は同意 同意協議

都市計画は、現在及び将来における都市の 都市計画は、現在及び将来における都市の

機能を確保し、発展の方向を定めるものであ 機能を確保し、発展の方向を定めるものであ

り、都道府県と市町村が都市計画決定権者と り、都道府県と市町村が都市計画決定権者と

して都市計画を定める場合に、適切な役割分 して都市計画を定める場合に、適切な役割分

担の上でそれぞれが定める都市計画相互に矛 担の上でそれぞれが定める都市計画相互に矛

盾を生じるようなことがあってはならず、ま 盾を生じるようなことがあってはならず、ま

た、都市計画が総合して一体のものとして有 た、都市計画が総合して一体のものとして有

効に機能するものとする必要がある。 効に機能するものとする必要がある。

このため、法第１９条第３項において、市 このため、法第１９条第３項において、市

町村が都市計画区域又は準都市計画区域につ 町村が都市計画区域又は準都市計画区域につ

いて都市計画を決定しようとするときは、あ いて都市計画を決定しようとするときは、あ

らかじめ、都道府県知事に協議し らかじめ、都道府県知事に協議し 同意なければな 、その

を得なければならないとされている。らず、この場合において町村にあっては、都

同意を得なければならないとさ道府県知事の

れている。 都道府県知事は、市町村との当該協議に当

都道府県知事は、市町村との当該協議に当 たっては、一の市町村を超える広域の見地か

たっては、一の市町村を超える広域の見地か らの調整を図る観点又は都道府県が定め、若

らの調整を図る観点又は都道府県が定め、若 しくは定めようとする都市計画との適合を図

しくは定めようとする都市計画との適合を図 る観点から行うものとされており、例えば、

る観点から行うものとされており、例えば、 都市計画区域マスタープランの内容との適合

都市計画区域マスタープランの内容との適合 性、都市圏における都市構造や広域的なイン

性、都市圏における都市構造や広域的なイン フラに与える影響等を勘案して判断すること

フラに与える影響等を勘案して判断すること となる。

となる。

また、都道府県知事は当該協議に当たり、

また、都道府県知事は当該協議に当たり、 必要があると認めるときは、関係市町村に対

必要があると認めるときは、関係市町村に対 し、資料の提出、意見の開陳、説明その他必

し、資料の提出、意見の開陳、説明その他必 要な協力を求めることができることとされて

要な協力を求めることができることとされて いる。これは、都道府県が当該市町村以外の

いる。これは、都道府県が当該市町村以外の 市町村の状況を円滑に把握できるよう設けら

市町村の状況を円滑に把握できるよう設けら れたものであり、都道府県知事は、市町村が

れたものであり、都道府県知事は、市町村が 定めようとする都市計画による影響が広域に

定めようとする都市計画による影響が広域に 及ぶと目される場合には、広域の観点からの

及ぶと目される場合には、広域の観点からの 判断を適正に行うため、必要に応じて、関係

判断を適正に行うため、必要に応じて、関係 市町村に意見の開陳等を求めることが望まし

市町村に意見の開陳等を求めることが望まし い。

、 、 、い。 また 都道府県知事は 当該協議において
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また 都道府県知事は 当該協議において 当該市町村又は関係市町村と異なる判断をす、 、 、

当該市町村又は関係市町村と異なる判断をす る場合にあっては、その理由を明確に示す必

る場合にあっては、その理由を明確に示す必 要がある。このため、都道府県は、都市構造

要がある。このため、都道府県は、都市構造 の目標その他の方針を明らかにし、それをあ

の目標その他の方針を明らかにし、それをあ らかじめ都市計画区域マスタープラン等に定

らかじめ都市計画区域マスタープラン等に定 めておくことが望ましい。

めておくことが望ましい。

こうした考え方を踏まえ、当該協議の透明

化、実質化、円滑化等を図るため、標準的な

協議の実施方法等について、都道府県と市町

村の間でルール化し、これを明示しておくこ

とが望ましい。その際、以下のような点につ

いてルール化することが考えられる。

・ 都市計画の案の公告・縦覧、都市計画審

議会への付議等法令上必要とされている都市

計画決定手続を開始する以前の段階における

事前協議の活用を基本とすることにより、当

該協議の円滑化を図ること。

・ 当該協議の実質化及び円滑化を図るため

に適切な協議期間を設定することにより当該

協議の時間管理を行うこと（その際、都道府

県知事が関係市町村に対し、資料の提出、意

見の開陳、説明その他必要な協力を求めた上

、 、で それを協議に反映することができるよう

十分な期間を設定すべきである。この場合に

おいて、不必要に協議が長期化することのな

いよう留意すべきである 。。）

なお、第２４条第６項において、都道府県

は、必要があると認めるときは、市町村に対

し、期限を定めて必要な措置をとるべきこと

（ 「 」 。）を求めること 以下 措置の求め という

ができるとされている。都道府県は、市町村

と都道府県知事との協議の過程で措置の求め

を行う場合には、不要又は不当な措置の求め

が行われることのないよう、第１９条第４項

に規定する協議の観点（一の市町村の区域を

超える広域の見地からの調整を図る観点又は

都道府県が定め、若しくは定めようとする都

市計画との適合を図る観点）と同様の観点か

ら行うべきである。この場合において、協議

の透明化を図る観点から、以下の点について

留意することが望ましい。

・ 都道府県が措置の求めを行う場合には、

その合理的な理由についてもあわせて明示す
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ること。

・ 市町村が措置の求めを受けた場合には、

これに対して講じた措置若しくは講じようと

する措置又は何ら措置を講じない場合にはそ

、 。の旨を 合理的な理由を付して明示すること


